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海洋再生可能エネルギー利用促進に関する今後の取組方針（案） 

 

平成２４年５月２５日  

総合海洋政策本部決定  

 

１． 海洋再生可能エネルギー利用の重要性 

風力や太陽光等の再生可能エネルギーについては、その利用に際し環境負荷が小

さく、また、基本的に国内で調達可能なエネルギーであること、さらには、エネル

ギー源の多様化や新たな市場・雇用機会の創出といった効果も期待できることから、

従来から政府としても利用拡大を図ってきたところである。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災に起因する東京電力福島第一原子力発電

所の事故を受けて現在進められている我が国のエネルギー政策の見直しにおいても、

この方向性を一層強化し、再生可能エネルギーの開発・利用を加速させることが求

められている。 

四方を海に囲まれた我が国においては、再生可能エネルギーのうち、洋上風力、

波力、潮流、海流、海洋温度差等、海域において利用可能な再生可能エネルギー（以

下「海洋再生可能エネルギー」という。）の賦存量がかなり大きく、発電に利用す

る場合には陸上以上のポテンシャルがあると言われている。このため、海洋再生可

能エネルギーを利用した発電技術を早期に実用化し、我が国におけるエネルギー供

給元の一つとして活用していける環境を整備することは、我が国のエネルギー政策

上重要な課題であり、温室効果ガスの排出削減による持続可能な低炭素社会の構築

の観点からも、政府一丸となって取り組んでいく必要がある。 

 

２． 本方針策定の目的及び施策の基本的方向性 

我が国の海洋再生可能エネルギーの利用は、先行する欧米と比較すると極めて限

定的であり、また技術開発（基礎研究から実証までを含む。以下同じ。）について

もその件数や実験レベルにおいて大きく水を開けられている。我が国の今後のエネ

ルギー政策を考える上で、海洋再生可能エネルギー利用が重要であることから、諸

外国の取組みも参考にしつつ、実用化以前の段階と実用化・事業化の段階の双方に

おける課題を抽出し、解決策を見出していかなければならない。 

資料１ 
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海洋再生可能エネルギーを利用した発電技術の実用化に向けては、厳しい気象・

海象条件の中で安全かつ効率的に発電できるかどうかの信頼性・耐久性について、

実海域で実証することが不可欠であるが、我が国には容易に実証実験を行える海域

が無いことが解決すべき課題の一つである。現在は、実海域での実証を行おうとす

る民間事業者は、個別に、海運関係者や漁業関係者等の他の海域利用者や地域関係

者と相対して海域利用に関する調整を行う必要があるが、これに大変な労力とコス

トを要しており、これを一因として、我が国において海洋再生可能エネルギーを利

用した発電技術の実証を行おうとする者が多く出てこない状況にある。 

実用化・事業化の段階においては、発電事業用の海域を一定の期間にわたり確保

するための他の海域利用者等との調整その他の海域利用に係るルールが不明確であ

る。海域はすべての国民が自由に使用し得るものであるという考え方の下に、同一

の空間を海運、漁業、レジャー等の多くの関係者が利用している状況にある中で、

海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業を行うためには、他の海域利用者等と

の共存共栄を念頭に置きつつ、海域利用のための調整をいかに円滑に進められるか

が重要な課題と考えられる。また、海底送電ケーブル敷設等のコストの問題や、安

全の確保、環境の保全、海岸の保全等についても、海域で発電事業を進めていく上

で重要な課題である。 

 

以上の観点から、（１）実用化に向けた技術開発の加速のための施策、（２）実

用化・事業化を促進するための施策のそれぞれについて、総合海洋政策本部が中心

となり、様々な分野の関係者が相互に連携・協力し、以下の取組みを行うものとす

る。 

 

３． 政府として今後推進すべき施策 

（１）実用化に向けた技術開発の加速のための施策 

(ア) 実証フィールドの整備 

欧米においては、ＥＵやイギリスの政府支援を受けて２００３年にイギリスのオ

ークニー諸島に設立された欧州海洋エネルギーセンター（ＥＭＥＣ）を始めとして、

実証実験のための海域を提供する、いわゆる「実証フィールド」が数多く整備され

つつあり、海洋再生可能エネルギーを利用した発電技術の実用化の促進に大きな役
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割を果たしている。 

我が国においても、開発コストの大幅な低減、ベンチャー企業も含めた民間の参

入意欲の向上、ひいては我が国の海洋産業の国際競争力強化のため、また、関連産

業の集積による地域経済活性化に貢献するため、地方公共団体とも連携して、こう

した実証フィールドの整備に取り組む。 

 

① 場所選定の進め方 

今後の実用化が期待されている海洋再生可能エネルギーの種類としては、洋上風

力、波力、潮流、海流、海洋温度差等が挙げられるが、既に海外においては、洋上

風力、波力及び潮流の３種類を対象とした実証フィールドが整備されている。我が

国における実証フィールドの整備は、各海洋再生可能エネルギーを利用した発電技

術に係る我が国及び世界の技術開発の動向等を見極めつつ、順次、行っていくこと

とし、最初の実証フィールドの場所選定を平成２５年度中に行うべく、以下に掲げ

る事項について速やかに検討に着手し、平成２４年度内を目途に具体的内容を公表

する。 

i. 場所の要件 

海洋再生可能エネルギーの種類に応じた気象・海象条件や水深、海底地形等とい

った自然的条件に加えて、航行安全、環境や景観の保全等に対する適正な配慮の観

点、他の海域利用者等との調整、実証フィールドの活動をサポートする周辺のイン

フラや関連産業の存在等といった社会的条件についても考慮する。 

ii. 選定の方法 

実証フィールドの整備に際しては、他の海域利用者等の合意が重要であることに

加え、地域における実証フィールドの活用方策の検討やインフラ整備を含む当該地

域の開発方針等、地域としての総合的な判断が求められることから、地方公共団体

が主体となって企画立案し、地元の利害関係者等の調整を行うことが重要である。

このため、場所の選定方法は公募形式とし、地方公共団体が申請を行うことを基本

とする。また、第三者による透明性のある審査方法についても検討する。 

 

② 所要設備、運営主体 

実証フィールドの所要設備としては海底送電ケーブルや変電設備等があり、これ
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らの整備に対する公的支援のあり方も含めて検討を進める。また、機器の動作確認

のみを行うための実証フィールドのあり方についても併せて検討を行う。また、実

証フィールドの運営費用については、基本的には利用者から適正な額の利用料を徴

収することにより賄うこととする。 

運営管理を行う主体は、公平かつ適正な運営を確保する観点から、海洋再生可能

エネルギー分野における専門的な知見を有する非営利の組織であることが望ましい。 

所要設備の整備や運営主体の選定に関しては、関係地方公共団体の協力を得つつ、

当面は国が主体となって検討を進めるものとする。 

 

(イ) 実証フィールドの活用と他の関連施策との有機的な連携 

海洋再生可能エネルギーの利用促進に向けた技術開発支援に係る補助制度等の各

種施策を一層充実させ、実証フィールドの活用と有機的に連携させていくことが重

要である。 

また、実海域での実証を安全かつ確実に進める観点から、実証機を使った実海域

での実証試験等の実施に当たり技術的な課題をクリアしているかどうかを第三者が

評価する仕組みについて、先行する欧州を参考にしつつ、検討する。 

 

（２）実用化・事業化を促進するための施策 

(ア) 海域利用に係る関係者との調整のあり方 

① 基本的考え方 

前述したとおり、海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業を目的とした海域

利用の調整に当たっては、他の海域利用者等との共存共栄を図ることが重要である。 

その際には、海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業の導入に伴う関連産業

の集積等による地域経済の活性化も視野に入れつつ、地域毎の状況に応じて総合的

な観点からの調整を行う必要があることから、地方公共団体の調整役としての役割

が重要になる。 

② 円滑な調整のための環境整備 

具体的な共存共栄のあり方として、海洋構造物の魚礁効果の活用、洋上作業にお

ける漁業関係者の協力、観光資源としての活用、地元関係者の発電事業への参加等、

様々な方策が考えられるが、これらについて、関係者間で共通認識を有することが
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重要である。このため、民間からの提案も参考にしながら、地域協調型・漁業協調

型の海洋再生可能エネルギー利用とするためのメニューを作成し、公表する。 

また、船舶交通、漁業、海洋レジャー等の海域利用の実態に関する情報や、風況、

海況等の海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業の適地選定に必要な情報等、

海洋再生可能エネルギーの利用促進のために必要となる各種の海洋情報を充実させ

るとともに、これらの情報を容易に閲覧できる海洋台帳の整備を進める。 

③ 既に管理者が明確になっている海域における先導的な取組み 

港湾区域、漁港区域、海岸保全区域等、個別法により既に管理者が明確になって

いる海域においては、それぞれの区域における本来の目的や機能に支障のない範囲

において、海洋再生可能エネルギー利用の取組みを先導的に進めていく。 

 

(イ) 海域利用に係る法制度 

海域利用に係るルールの明確化の観点から、必要となる法制度の整備について検

討し、早急に結論を得る。 

 

(ウ) 海洋構造物や発電機器の安全性の確保 

海洋に設置される構造物や発電機器に関する安全性を担保する制度の明確化や、

手続きの円滑化・ワンストップ化について検討し、早急に結論を得る。 

一方、これらの技術的基準に関しては、国際電気標準会議（ＩＥＣ）、国際標準化

機構（ＩＳＯ）、国際海事機関（ＩＭＯ）等において、国際標準や国際基準が制定さ

れている。我が国の海洋産業の国際競争力向上の観点から、我が国の技術を背景と

した国際標準化等の主導に努める。 

 

(エ) 適切な環境影響評価のあり方 

本年１０月から風力発電事業が環境影響評価法の対象となる予定であるが、洋上

風力発電事業における環境影響評価に関しては、現在実施中の経済産業省及び環境

省の実証事業において技術的手法の検討を進め、早急に結論を得る。また、洋上風

力以外の海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業における適切な環境影響評価

のあり方についても、今後実証フィールドで得られることとなる知見や海外の動向

等を参考にしながら検討していくこととする。 
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(オ) 普及・コスト低減に向けた取組み 

 

今後の海洋再生可能エネルギーを利用した発電の事業化に向けて、海洋特有のコ

スト面に関する課題に対応するため、以下の取組みを進める。なお、事業化の見通

しが立った段階においては、固定価格買取制度の活用も視野に入れる。 

① 海底送電ケーブル 

海底送電ケーブルの敷設コストは、海洋再生可能エネルギー利用コストと陸域で

の再生可能エネルギー利用コストとの価格差の主な要因の一つとなっている。今後、

海洋再生可能エネルギーを利用した発電事業の大規模導入も念頭において、効率的、

計画的な海底送電ケーブルの敷設のあり方について検討する。 

② 設置・メンテナンス作業 

海底送電ケーブルの敷設費とともに陸域よりコスト高となる要因として、設置や

メンテナンス等の作業コストが挙げられる。今後ますます大型化する洋上風車等を

安全かつ効率的に設置・メンテナンスしていくためには、バックヤードとなる作業

エリアの整備や、洋上の厳しい気象・海象条件下で安全かつ効率的に設置・メンテ

ナンスできる専用作業船等の実用化が必要になってくる。こうしたインフラや作業

船等の整備方策について検討する。 

 

４． その他 

本方針で掲げた具体的な課題の解決に向け、関係省庁の連携を一層強化する。 

また、我が国における海洋再生可能エネルギー利用の重要性に関し、国民への普

及・啓発に努める。 



「海洋再生可能エネルギー利用促進に関する今後の取組方針（案）」について

①海域利用における関係者との調整のあり方
・他の海域利用者との共存共栄を図り、地域毎に総合
的な観点からの調整を行うため、地方公共団体の調整
役としての役割が重要。

・地域協調型・漁業協調型の海洋再生可能エネルギー
利用メニューの作成、公表。

・各種海洋情報の充実、海洋台帳の整備。

・既に管理者が明確な海域での、本来の目的や機能に
支障のない範囲における先導的な取組み。

①「実証フィールド」の整備
・開発コストの低減、民間の参入意欲の向上、産業の国際競争力強
化、関連産業集積による地域経済活性化を図るため、実証実験のた
めの海域を提供する、いわゆる「実証フィールド」を、順次、整備。

・H２４年度中に候補地の公募条件を公表、Ｈ２５年度に最初の選定。

海洋再生可能エネルギーを我が国のエネルギー供給元の一つとして活用するとともに、持続可能な低炭素社会の構築
の観点から、以下の施策について、政府一丸となって取組みや検討を進めていく。

（１）実用化に向けた技術開発の加速のための施策

（２）実用化・事業化を促進するための施策

②他の関連施策との有機的な連携
・技術開発支援の充実、実証フィールドの活用との有
機的な連携。

・実証試験等の実施に当たり技術的な課題をクリアし
ているかを第３者が評価する仕組みについて検討。

②海域利用に係る法制度
・海域利用のルールを明確化するための法制度の整備。

③海洋構造物や発電機器の安全性の確保
・海洋構造物等の安全性を担保する制度について検討。

・我が国の技術を背景とした国際標準化等の主導。

④適切な環境影響評価のあり方
・洋上風力発電事業の環境影響評価に関し、技術的手法を検討。

・風力以外の海洋再生可能エネルギーについても検討。

⑤普及・コスト低減への取組み
・効率的、計画的な海底送電ケーブルの敷設について検討。

・大型化する風車等を洋上で安全かつ効率的に設置・メンテナンス
するためのインフラや作業船等の整備方策について検討。

海洋再生可能エネルギー利用の重要性

・福島原発事故後の「エネルギー基本計画」見直しの動きの中で、再生可能エネルギー開発・利用の一層の加速が必要。
・日本周辺海域の再生可能エネルギーには陸上以上のポテンシャルがあり、それらを利用した発電技術の早期実用化が重要。

参考１－１

CS817273
長方形
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海洋再生可能エネルギー利用促進助言会議の設置について 

 

平成２３年１０月１９日 

総合海洋政策本部幹事会決定 

平 成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日 

一 部 変 更 

 

１．趣旨 

 我が国における海洋再生可能エネルギーの利用促進のために政府が総合的

かつ計画的に講ずべき施策について、法律、経済、海洋工学、エネルギー、

水産、海洋環境等に関する有識者で構成し、専門的見地からの助言を行う「海

洋再生可能エネルギー利用促進助言会議」（以下「会議」という。）を総合海

洋政策本部幹事会（以下「幹事会」という。）に設置する。 

 

２．助言を行う事項 

（１）海洋再生可能エネルギーの利用促進に関すること 

（２）その他関連する事項 

 

３．構成 

（１）会議は、別紙の有識者により構成する。ただし、幹事会の議長は、必

要と認めるときは、メンバーの追加又は変更をすることができる。 

（２）会議の議長は、互選により決定する。 

（３）会議の議長は、必要に応じ、他の関係者の出席を求めることができる。 

 

４．その他 

 会議の庶務は、内閣官房において処理する。 

 

参考１－２ 
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（別紙） 

 

海洋再生可能エネルギー利用促進助言会議メンバー 

 

 

荒川 忠一    東京大学教授 

 

柏木 孝夫    東京工業大学特命教授 

 

來生  新    放送大学副学長 

 

木下  健    東京大学教授 

 

白山 義久    独立行政法人海洋研究開発機構理事 

 

高橋 重雄    独立行政法人港湾空港技術研究所理事長 

 

東條 吉朗    独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネ

ルギー部長 

 

廣吉 勝治    北海道大学名誉教授 

 

（五十音順） 



海洋再生可能エネルギー利用促進検討委員会の設置について 
 

平成２３年１０月１９日 
総合海洋政策本部幹事会決定 
平 成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日 
一 部 変 更 

 
１．我が国における海洋再生可能エネルギーの利用促進のために政府が総合的かつ計

画的に講ずべき施策について、関係行政機関が緊密に連携して検討していくため、

総合海洋政策本部幹事会の下に、海洋再生可能エネルギー利用促進検討委員会（以

下「検討委員会」という。）を設置する。 
 
２．検討委員会の構成は、次のとおりとする。ただし、検討委員会の議長は、必要と

認めるときは、構成員の追加又は変更をすることができる。 
 議 長 内閣官房内閣参事官（総合海洋政策本部事務局） 
 構成員 内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官 
     外務省国際法局国際法課長 
     文部科学省研究開発局海洋地球課長 
      〃    〃   環境エネルギー課長 
     農林水産省食料産業局再生可能エネルギーグループ長 
      〃   水産庁漁政部企画課長 
      〃    〃 漁港漁場整備部計画課長 
     経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー対策課長 
      〃    〃      資源・燃料部政策課長 
     国土交通省総合政策局海洋政策課長 
      〃   水管理・国土保全局砂防部保全課長 
      〃   海事局総務課長 
      〃   港湾局海洋・環境課長 
      〃   海上保安庁海洋情報部企画課長 
      〃    〃   交通部安全課長 
     環境省地球環境局地球温暖化対策課長 

 
３．議長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 
 
４．検討委員会の庶務は、内閣官房において処理する。 
 
 附 則 
  海洋再生可能エネルギーに関する関係省庁連絡会議（平成２２年１０月１４日

関係省庁申合せ）は、廃止する。 

参考１－３ 




